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【背景】地域の医師不足解消の施策のための基礎デ

ータ作成のため，山口県の病院勤務医の必要医師数

に関して，勤務時間の制限に伴い必要とされる医師

数の算出を行うことを目的とした．

【方法】データは山口県医師会が実施した山口県勤

務医調査（回答率55％）を用いた．勤務時間の回答

から，超過勤務（48時間以上）をなくすために必要

な医師数（追加必要数）を推計した．本調査を現在

の医師数（平成18年医師・歯科医師・薬剤師調査に

おける病院従事者）に外挿し，追加必要医師数を診

療科別に算出した．

【結果】合計では，追加必要数／現在数は18.8％で，

医師が２割程度足りないことが示された．回答数５

以上の診療科でみると，追加必要数の割合が高かっ

たのは心臓血管外科43.4％で，救命救急科37.5％，

消化器科27.0％，消化器外科26.2％，泌尿器科

24.4％，産婦人科24.1％，循環器科23.6％，脳神経

外科23.2％と続いた．現在の医師数に外挿した結果，

県全体での追加必要医師数は350名であった．追加

必要医師数がもっとも多かったのは内科60名で，外

科46名，整形外科31名，消化器科29名，循環器科26

名，産婦人科18名，泌尿器科17名，麻酔科15名と続

いた．

【結論】本調査では，超過勤務を少なくする観点か

ら必要な医師数を診療別に算出した．必要医師数に

ついては他の調査結果と合わせて考えなければなら

ないが，特に追加必要数が多い診療科での医師数の

増加ならびに労働環境の改善の必要性が示された．

Ⅰ．緒　言

医師の過重労働が大きな問題となっている．病院

勤務医の平均労働時間（週当たり）は，20・30歳代

で70時間を超える1）．過重労働の状況は診療科によ

って異なるが，特に超過勤務が問題とされている産

科では，20歳代から40歳代までほぼ一定して月あた

り平均300時間超となっている2）．こうした状況は，

医師不足に拍車をかけ，医師の病院離れを引き起こ

し，診療科や医療機関の閉鎖等，いわゆる「医療崩

壊」と言われる現象が生じている3，4）．

医師の過重労働の背景として，医療費ならびに医

師養成数を抑制してきた国の政策，新臨床研修制度

の導入，医師・患者関係の変化など，さまざまな要

因が挙げられている3－5）．そうした問題は広く認識

されるに至り，医師の過重労働の軽減，医師不足の

解消等を目的に，国や地方レベルで多くの施策が行

われ始めた．

効果的な施策のためには，現在の医師の過重労働

を把握し，それを解消するために必要な医師数や医

療需給を推測しなければならない．そのひとつとし

て，平成18年の「医師の需給に関する検討会」では，

勤務時間から推計する方法が用いられた1）．すなわ

ち，48時間以上の超過時間をなくすために必要とさ

れる医師数が追加で必要な医師数とされた．それに

よると現在の25.7万人に対して，必要な医師数は

26.6万人と推計されている．ただし，その推計は全
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国の全医師数の推計である．全体の医師数に加えて，

現在問題となっているのは，地域や診療科による地

域偏在であるため，必要医師数は地域別および診療

科別に推計されることが望ましい．

そこで，本研究では，山口県における診療科別の

医師不足の現状ならびに必要医師数について検討し

た．研究は，平成19年度に山口県医師会の実施した

勤務医調査6）における勤務時間に関するデータを用

いて行った．

Ⅱ．方　法

１）対象

対象は，山口県内の病院等に勤務する医師とした．

平成19年８月に山口県内の150の病院に調査票を送

付し，医師に回答を求めた．回答数は1007名であっ

た．平成18年７月現在の勤務医数は1840名であり，

回答率は約55％と判断された6）．分析対象は，常勤

者で，実労働時間および診療科が未記入でない者と

した（868名）．

２）調査項目

週平均の実労働時間を，①32時間未満，②32時間

以上～40時間未満，③40時間以上～44時間未満，④

44時間以上～48時間未満，⑤48時間以上～59時間未

満，⑥59時間以上～64時間未満，⑦64時間以上～79

時間未満，⑧79時間以上～99時間未満，⑨99時間以

上の選択肢を設定した．

なお，診療科については，表１で示した診療科を

提示して，主たる専門領域をひとつ選択してもらっ

た．

３）分析

診療科別に勤務時間を集計した．集計結果から，

48時間以上の勤務をなくすために必要な医師数を算

出した．48時間を超過した時間を診療科別に累積し

た時間（のべ超過勤務時間）を求め，さらに，のべ

超過勤務時間を48時間で割ったものを追加で必要な

医師数とした．48時間を超える勤務時間は，⑤48時

間以上～59時間未満は５時間，⑥59時間以上～64時

間未満は12時間，⑦64時間以上～79時間未満は22時

間，⑧79時間以上～99時間未満は37時間，⑨99時間

以上は52時間とした．

得られた結果を山口県全体の実際の医師数に当て

はめ，追加で必要な医師数を診療科別に算出した．

実際の医師数は，「平成18年医師・歯科医師・薬剤

師調査」（以下，三師調査とする）の病院に従事す

る医師数を用いた7）．

なお，本研究は，山口県医師会勤務医部会が行っ

た調査個票の匿名化したものを，同医師会の許可の

もと，山口大学医学部地域医療学講座で二次分析し

たものであり，一次集計の結果は，「勤務医アンケ

ート調査集計結果報告書」として報告されている6）．

Ⅲ．結　果

表１に，診療科別（回答数が多い順）の週勤務時

間ならびに追加必要医師数の算出結果を示した．合

計で62.7％が週48時間以上の勤務をしていた．回答

数５以上の診療科でみると，週48時間以上の勤務が

80％を超えていたのは，消化器科，麻酔科，泌尿器

科，消化器外科，内分泌・代謝科，救命救急科であ

った．48時間以上の勤務時間をなくすために追加で

必要な全医師は164.2名で，必要数（追加で必要な

数）／現在数は18.9％（164.2／868）であった．必

要数／現在数が高かったのは心臓血管外科43.4％

で，救命救急科37.5％，消化器科27.0％，消化器外

科26.2％，泌尿器科24.4％，産婦人科24.1％，循環

器科23.6％，脳神経外科23.2％と続いた．

表２は，本調査を現在の医師数（三師調査による）

に当てはめ，追加で必要な医師数を診療科別に算出

した結果である．もっとも多かったのは内科60名で，

外科46名，整形外科31名，消化器科29名，循環器科

26名，産婦人科18名，泌尿器科17名，麻酔科15名と

続いた．なお，消化器内科，内分泌・代謝科，総合

診療科，リウマチ科，新生児科については，三師調

査では用いられていない診療科であるため，追加で

必要な医師数は算出していない．

Ⅳ．考　察

本研究は，山口県医師会の実施した勤務医調査を

もとに，勤務時間の状況から，過重労働をなくす，

すなわち，勤務時間を一定内（本調査では48時間内）

にするために必要な医師数を算出した．

追加で必要な医師の割合が高かったのは心臓血管

外科43.4％で，救命救急科37.5％，消化器科27.0％，

消化器外科26.2％，泌尿器科24.4％，産婦人科
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24.1％，循環器科23.6％，脳神経外科23.2％と続い

た．また，不足医師の絶対数がもっとも多かったの

は内科60名で，外科46名，整形外科31名，消化器科

29名，循環器科26名，産婦人科18名，泌尿器科17名，

麻酔科15名と続いた．

必要医師数の算出は容易ではなく，いくつかの方

法が考えられる．医療法に定められた患者当たりの

標準となる医師数を基礎とする方法8），他国との比

較9），医師の勤務状況を基礎とする方法1），病院ごと

の医師数を積み上げる方法10），専門家のオピニオン

による方法11）がある．

これらにはそれぞれ利点と欠点がある．医療法に

よる標準的医師数の算定は昭和23年に定められたも

ので，現実に即していない8）．OECD諸国との比較

では，医学部の定員を1.5倍程度増加させる必要が

あるとしている9）．本調査のように勤務時間に基づ

くものでは，“時間”のみをもとにするため，拘束

時間の長い診療科（外科系や救命救急科）で必要と

する医師数は多くなる．質的な労働過重，あるいは

緊急性や重症度の低い疾患を扱う診療科の必要医師
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表１　山口県病院勤務医の勤務時間と超過勤務削減による必要医師数の推計

表２　山口県における勤務医の診療科別必要医師数



数が過小評価される可能性がある．いずれの調査も

完全ではないため，いくつかの方法の結果を総合的

に判断し，具現化できる政策に結びつけることが大

切であろう．

本調査での欠点として，回答率と診療科の問題が

ある．本調査の回答率は約55％とされており，平成

18年医師・歯科医師・薬剤師調査（三師調査）の医

師数を分母とすると回答率は45％となる．また，診

療科によっては回答率の低いものもあり（たとえば，

救命救急科は25％），代表性を高めるためにはより

高い回答率が必要となろう．診療科については，臓

器別等の細かい分類（たとえば，消化器科，循環器

科，消化器外科）を用いて，専門領域をひとつ選択

してもらった．内科，外科等の大きな分類を用いる

ことで結果は多少異なってくるであろう．また，実

際の医療現場では複数の診療科（臓器別等含む）に

またがった診療が行われているため，診療科別の必

要医師数の解釈は注意を要する．なお，三師調査と

分類が完全には一致しないため，一部の診療科では

全県の必要医師数が算出できなかった．

この調査の結果をもとに直接政策等に結びつける

ことは難しい．医師供給が限られるため，必要とさ

れる医師数，特に診療科別の医師数を充足させるこ

とは容易でない．今後の医師養成や確保（診療科別

含む）において，本調査で提示された数値を参考に

しながら，専門家等でより議論を深めてもらいたい．

医師供給が限定される中，医師の過重労働の削減

においては，供給とともに需要の抑制と他職種への

業務シフトも重要である．救急医療での適正受診へ

の取り組みも行われている12，13）．本調査の対象にお

いては，勤務上の負担として，「診断書作成等，臨

床に付随する事務処理が多い」が最も多く6，11），医

師事務作業補助者（医療秘書）等の積極的な活用が

医師の労働負担の軽減に寄与することが期待されて

いる14）．また，こうした負担は，大学病院とそれ以

外でも異なるため，施設に応じた対応が求められる．

たとえば，大学病院はそれ以外と比較して，「検査，

治療等のシステムが非効率的で時間がとられる」

「臨床研修制度による業務量の増加」「院内会議が多

い」などを負担と感じる者が多かった11）．

以上，本研究では，必要医師数の算出のひとつの

試みとして，超過勤務をなくすために追加で必要な

医師数を，診療科別に算出した．必要医師数を算出

する絶対的な方法はないが，他の算出結果も考慮し

ながら，本研究の結果から医師数の充足や診療科間

偏在の解消に活かす取り組みが必要である．
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Objectives：This study aimed to estimate the

required number of physicians in accordance

with a limitation on over-time work in hospitals

in Yamaguchi prefecture.

Methods：We analyzed data from a survey of

physicians employed in hospitals in Yamaguchi

prefecture. The required number of physicians

was estimated by dividing the total number of

hours of over-time work（more than 48 hours

per week）by 48 hours and extrapolating the

result to the total number of physicians in the

Survey of Physicians, Dentists, and Pharmacists.

SUMMARY

Results：The numbers of responders and

additional necessary physicians were 868 and

164, respectively. The total number of additional

necessary physicians in all hospitals in

Yamaguchi prefecture was estimated to be 350.

Specialties with large shortages were

cardiovascular surgery, emergency medicine,

gastrointestinal medicine, gastrointestinal

surgery, urology, obstetrics and gynecology,

circulatory medicine, and neurosurgery.

Discussion：This study estimated the required

number of physicians by specialty in Yamaguchi

prefecture based on the limitation imposed on

the amount of over-time work allowed. Although

the results must be carefully interpreted, with

consideration of factors such as methodological

limitations and the findings of other studies, the

estimated numbers will facilitate further

discussion of policies designed to increase and

allocate physicians and to reduce excessive

physician work burdens.




